
株　主　各　位

電子提供措置の開始日　2023年６月２日

第６４期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

(交付書面省略事項)

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

株主資本等変動計算書

個別注記表

上記の事項は、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求を
された株主の皆様にお送りする書面には記載しておりません。



（2022年４月１日から  2023年３月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 61,005 73,335 1,430,285 △109,136 1,455,489

当期変動額

剰余金の配当 △58,808 △58,808

親会社株主に帰属する
当期純利益

224,609 224,609

自己株式の取得 △55,030 △55,030

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

6 6

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

－

当期変動額合計 － 6 165,801 △55,030 110,777

当期末残高 61,005 73,342 1,596,086 △164,167 1,566,266

その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 11,235 87,893 1,010 100,139 3,645 1,559,274

当期変動額

剰余金の配当 － △58,808

親会社株主に帰属する
当期純利益

－ 224,609

自己株式の取得 － △55,030

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

－ 6

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△3,662 32,381 3,288 32,007 266 32,273

当期変動額合計 △3,662 32,381 3,288 32,007 266 143,051

当期末残高 7,573 120,275 4,298 132,146 3,912 1,702,325

連結株主資本等変動計算書
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［連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

①連結子会社の数･････････････44社

②主要な連結子会社の名称

日本機材株式会社 SMC Automation China Co., Ltd.

SMC Corporation of America SMC （China） Co., Ltd.

SMC Deutschland GmbH SMC （Beijing） Manufacturing Co., Ltd.

SMC Korea Co., Ltd.

(2) 主要な非連結子会社の名称等

①主要な非連結子会社の名称

SC SMC Romania S.r.l.、SMC Corporation （Chile） S.A.

②連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社30社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重

要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

2．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社（SC SMC Romania S.r.l.他29社）は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、以下の10社の決算日は12月31日でありますが、連結決算日現在で本決算に準

じた仮決算を行って計算書類を作成し、これを基礎として連結決算を行っております。

SMC Investment Management China Co., Ltd. SMC Automation （Guangzhou） Ltd.

SMC Automation China Co., Ltd. Nihonkizai （Shanghai） Co., Ltd.

SMC （China） Co., Ltd. SMC Corporation （Mexico）, S.A. de C.V.

SMC （Beijing） Manufacturing Co., Ltd. SMC Pneumatik LLC

SMC （Tianjin） Manufacturing Co., Ltd. SMC Automa o do Brasil Ltda.

4．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

　　償却原価法によっております。

その他有価証券

a. 市場価格のない株式等以外のもの･･･時価法によっております。

　　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により

算定しております。）

b. 市場価格のない株式等･･･移動平均法に基づく原価法によっております。

連　結　注　記　表
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② 棚卸資産

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）

により、在外連結子会社は主として当該国の会計基準に基づく定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 3年～50年

機械装置及び運搬具 2年～17年

工具、器具及び備品 2年～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定額法により、在外連結子会社は当該国の会計基準に基づく

定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として5年）

に基づく定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。また、在外連結子会社は主として個別評価による回収

不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

　連結子会社の一部は、従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

　連結子会社の一部は、役員の退職慰労金支給に備えるため、支給内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

④ 役員株式給付引当金

　当社は、取締役への報酬としての株式給付に備えるため、当連結会計年度末における株

式給付見込額を計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

①　企業の主要な事業における主な履行義務の内容

　当社グループは自動制御機器事業を営んでおり、あらゆる産業分野の自動化・省力化に

不可欠な空気圧機器をはじめとする自動制御機器製品の製造販売を行っており、顧客との

販売契約等に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。

②　企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

　当社グループは、空気圧機器をはじめとする自動制御機器製品を顧客に販売しております。

これらの製品販売については、製品の出荷又は引き渡し時点で当該製品の支配が顧客に移

転したと判断し、当該時点で収益を認識しております。
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(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の計上基準

　退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産は、従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　連結子会社の一部は、退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産並びに退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用して

おります。

［会計方針の変更に関する注記］

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会

計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定

める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる連結計

算書類に与える影響はありません。

［収益認識に関する注記］

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：百万円）

仕向地別売上高 当連結会計年度

日　本 176,302

米　国 100,135

中　国 223,612

アジア（中国を除く） 144,562

欧　州 143,362

その他 36,796

売上高合計 824,772

（注）自動制御機器事業以外の収益はありません。
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2. 収益を理解するための基礎となる情報

(1) 取引価格の算定に関する情報

　収益は、顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及びリベート等を控除

した金額で計上しております。返品、値引きについては、過去の実績から発生し得ると予想

される返品、値引き額を見積る方法を用いて、また、リベートについては、契約等に基づい

て一定の料率を割り戻す方法を用いて算定しております。

(2) 履行義務の充足時点に関する情報

　当社グループは、空気圧機器をはじめとする自動制御機器製品を顧客に販売しております。

これらは顧客の検収に時間を要するものではないため、製品の出荷又は引き渡しの時点で当

該製品の支配が顧客に移転したと判断されるため、当該時点で収益を認識しております。

［会計上の見積りに関する注記］

　当社グループの棚卸資産は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま

す。当社グループは、当連結会計年度において、連結貸借対照表上、棚卸資産を418,602百万

円計上しております。当該金額は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、当連結会計

年度の売上原価に棚卸資産評価損4,907百万円を計上しております。

　当社グループは、過去の製品等の販売及び原材料等の使用実績に基づく在庫回転率に応じて

規則的に棚卸資産の帳簿価額を切下げる方法を採用しております。なお、当該見積りは製品の

ライフサイクルの変化や販売及び使用の状況の変化等によって影響を受ける可能性があり、棚

卸資産の評価に用いた仮定等の見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の棚卸資産の期末

残高及び売上原価に影響を及ぼす可能性があります。

［連結貸借対照表に関する注記］

1． 有形固定資産の減価償却累計額 278,182百万円

2． 非連結子会社に対するもの 

投資有価証券 16,143百万円

3． 担保資産及び担保付債務 

担保資産 

建物及び構築物 1,221百万円

土地 645百万円

合計 1,866百万円

担保付債務

長期借入金 1,796百万円

［連結損益計算書に関する注記］

1． 販売費及び一般管理費の主要な項目 

給料及び手当 52,953百万円

賞与 11,537百万円

退職給付費用 2,771百万円

貸倒引当金繰入額 6百万円

2． 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 27,361百万円

3． 棚卸資産評価損 4,907百万円
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［連結株主資本等変動計算書に関する注記］

1． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増　加 減　少 当連結会計年度末

発行済株式 普通株式 67,369,359株 － － 67,369,359株

自己株式 普通株式 2,029,013株 839,719株 － 2,868,732株

（注）① 自己株式には、「役員向け株式給付信託」が保有する当社株式（当連結会計年度期首、当連結会計年度末とも
に2,600株）が含まれております。

② 自己株式の増加839,719株のうち839,200株は取締役会決議に基づく自己株式の取得、519株は単元未満株式の
買取によるものであり、自己株式の減少はありませんでした。

2． 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会 普通株式 29,404百万円 450円 2022年３月31日 2022年６月30日

2022年11月14日
取締役会 普通株式 29,404百万円 450円 2022年９月30日 2022年12月１日

（注） 「配当金の総額」には、「役員向け株式給付信託」が保有する当社株式に対する配当金1百万円がそれぞれ含まれ
ております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　2023年６月29日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議する予定であります。

株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 29,026百万円 450円 2023年３月31日 2023年６月30日

（注） 「配当金の総額」には、「役員向け株式給付信託」が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれており
ます。

［金融商品に関する注記］

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、自己資金のほか銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

　一時的な余資は、当社においては安全性の高い金融商品で運用しており、連結子会社にお

いては有価証券での運用は原則禁止し、短期的な預金等に限定しております。

　デリバティブ取引は、社内規程により実需の範囲内に限定し、投機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外

貨建営業債権は、為替変動リスクにも晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に当社と事業上の関係を有する会社の株式、国債及び証

券投資信託であり、市場価格の変動リスク等に晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であります。原材料等の輸入に

伴う外貨建営業債務は、為替変動リスクに晒されております。

　短期借入金は、主に一般的な運転資金に係る資金調達であります。長期借入金の使途は、

主に設備投資資金であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、取引先ごとに期日及び残高管理を行うとともに、日常的に取引

先の信用状況に関する情報を収集し、定期的にリスク評価を実施して、必要な債権保全

を図る体制をとっております。なお当社は、主要な販売代理店から営業保証金の預託を受

けております。
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② 　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　外貨建の営業債権及び営業債務については、当社及び一部の連結子会社が必要に応じ

て先物為替予約取引を行うことがあります。また、外貨建営業債務の残高は、恒常的に

外貨建営業債権の残高の範囲内にあります。

　有価証券及び投資有価証券については、時価や発行体の財務状況等を定期的に把握し

ております。

③ 　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより当該価額が変動することがあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

有価証券及び投資有価証券

　①  満期保有目的の債券 1,077 972 △104

　②  その他有価証券 95,082 95,082 －

資産計 96,159 96,055 △104

 （注1）  現金は注記を省略しております。預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金については、

短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。

 （注2）  市場価格のない株式等は、上表の「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の

連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区   分 連結貸借対照表計上額

子会社株式 16,143

非上場株式 43

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定

した時価

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分

類しております。
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

区   分 レベル１ レベル２ レベル３ 合   計

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券 　 　 　 　

　株式 15,677 － － 15,677

　債券 75,636 － － 75,636

　その他 3,369 － 399 3,769

資産計 94,682 － 399 95,082

（注1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

その他有価証券

　上場株式、国債は、相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は、活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル1の時価に分類しております。

　その他の399百万円は、非上場株式の新株予約権であります。当該新株予約権は、投資時期と連結会計

年度末が近く、時価と帳簿価額が近似すると考えられることから帳簿価額をもって時価としており、レベ

ル３の時価に分類しております。

（注2）その他のレベル１に分類した3,369百万円は、投資信託の連結貸借対照表計上額であります。

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：百万円）

区   分 レベル１ レベル２ レベル３ 合   計

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

満期保有目的の債券 　 　 　 　

　国 債 26 － － 26

　社 債 － 945 － 945

資産計 26 945 － 972

 （注）   時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

満期保有目的の債券

　国債及び社債は、相場価格を用いて評価しております。国債は、活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。社債は、市場での取引頻度が低く活発な市場における相場

価格と認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

［１株当たり情報に関する注記］

1. １株当たり純資産額 26,331円72銭

2. １株当たり当期純利益 3,444円55銭

（注） 連結株主資本等変動計算書及び連結注記表の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

資産圧縮
積立金

別途積立金

当期首残高 61,005 72,576 694 73,271 15,251 162 251 150,250

当期変動額

特別償却準備金の積立 － 5

特別償却準備金の取崩 － △30

資産圧縮積立金の取崩 － △11

剰余金の配当 －

当期純利益 －

自己株式の取得 －

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－

当期変動額合計 － － － － － △24 △11 －

当期末残高 61,005 72,576 694 73,271 15,251 138 239 150,250

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 815,578 981,494 △109,136 1,006,634 10,717 10,717 1,017,351

当期変動額

特別償却準備金の積立 △5 － － －

特別償却準備金の取崩 30 － － －

資産圧縮積立金の取崩 11 － － －

剰余金の配当 △58,808 △58,808 △58,808 △58,808

当期純利益 203,180 203,180 203,180 203,180

自己株式の取得 － △55,030 △55,030 △55,030

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－ － △3,563 △3,563 △3,563

当期変動額合計 144,408 144,371 △55,030 89,341 △3,563 △3,563 85,778

当期末残高 959,986 1,125,866 △164,167 1,095,975 7,154 7,154 1,103,130

株主資本等変動計算書
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［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  　移動平均法に基づく原価法によっております。

(2) その他有価証券

① 市場価格のない株式等以外のもの

    　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

によっております。

② 市場価格のない株式等

   　移動平均法に基づく原価法によっております。

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）によっております。

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～17年

工具、器具及び備品 ２年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

個　別　注　記　表
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(3) 役員株式給付引当金

　取締役への報酬としての株式給付に備えるため、当事業年度末における株式給付見込額を

計上しております。

5. 重要な収益及び費用の計上基準

(1) 企業の主要な事業における主な履行義務の内容

　当社は自動制御機器事業を営んでおり、あらゆる産業分野の自動化・省力化に不可欠な空

気圧機器をはじめとする自動制御機器製品の製造販売を行っており、顧客との販売契約等に

基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。

(2) 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

　当社は、空気圧機器をはじめとする自動制御機器製品を顧客に販売しております。これら

の製品販売については、製品の出荷又は引き渡し時点で当該製品の支配が顧客に移転したと

判断し、当該時点で収益を認識しております。

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

［会計方針の変更に関する注記］

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基

準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める

新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる計算書類に

与える影響はありません。

［収益認識に関する注記］

収益を理解するための基礎となる情報

　連結計算書類「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略して

おります。

［会計上の見積りに関する注記］

　当社の棚卸資産は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。当社

は、当事業年度において、貸借対照表上、棚卸資産を184,606百万円計上しております。当該

金額は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、当事業年度の売上原価に棚卸資産評価

損1,026百万円を計上しております。

　当社は、過去の製品等の販売及び原材料等の使用実績に基づく在庫回転率に応じて規則的に

棚卸資産の帳簿価額を切下げる方法を採用しております。なお、当該見積りは製品のライフサ

イクルの変化や販売及び使用の状況の変化等によって影響を受ける可能性があり、棚卸資産の

評価に用いた仮定等の見直しが必要となった場合、翌事業年度の棚卸資産の期末残高及び売上

原価に影響を及ぼす可能性があります。
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［貸借対照表に関する注記］

1. 有形固定資産の減価償却累計額 133,039百万円

2. 関係会社に対する金銭債権債務

 短期金銭債権 108,393百万円

 長期金銭債権 23百万円

 短期金銭債務 16,150百万円

［損益計算書に関する注記］

関係会社との取引高

売上高 377,344百万円

仕入高 95,311百万円

販売費及び一般管理費等 2,742百万円

営業取引以外の取引高 81,261百万円

［株主資本等変動計算書に関する注記］

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増　加 減　少 当事業年度末

自己株式 普通株式 2,029,013株 839,719株 － 2,868,732株

 （注）    ① 自己株式には、「役員向け株式給付信託」が保有する当社株式（当事業年度期首、当事業年度末ともに2,600株）
が含まれております。

② 自己株式の増加839,719株のうち839,200株は取締役会決議に基づく自己株式の取得、519株は単元未満株式の
買取によるものであります。
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［税効果会計に関する注記］

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

第 64 期
（2023年３月31日現在）

繰延税金資産

投資有価証券評価損 0

棚卸資産評価損 6,637

一括償却資産 133

関係会社株式評価損 189

貸倒引当金 53

未払金 363

未払事業税・未払事業所税 1,643

未払費用 2,941

退職給付引当金 1,311

役員株式給付引当金 35

資産除去債務 72

その他有価証券評価差額金 847

その他 134

繰延税金資産合計 14,363

繰延税金負債

資産除去債務 △3

前払年金費用 △1,697

特別償却準備金 △61

資産圧縮積立金 △105

その他有価証券評価差額金 △4,005

その他 △0

繰延税金負債合計 △5,874

繰延税金資産の純額 8,489
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［関連当事者との取引に関する注記］

1. 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の

所有（被所有
割合）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科　目

期末残高
（百万円）

子会社
SMC（China）
Co., Ltd.

間　接
100.0％

当社製品の販売先
及び仕入先

当社製品の販売
（注）

114,608 売掛金 25,844

子会社
SMC Corporation 
of America

直　接
100.0％

当社製品の販売先及
び仕入先

当社製品の販売
（注）

60,870 売掛金 14,154

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売価格については、市場価格を勘案して決定しております。

2. 役員及び個人主要株主等

種　類 会社等の名称
議決権等の

所有（被所有
割合）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科　目

期末残高
（百万円）

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

SMAC
Corporation
（注1）

なし 原材料の仕入先

有価証券の売却
（注２）

67 － －

生産委託契約
解約清算金
（注３）

185 － －

（注1） 当社取締役執行役員サミエル・ネフ及びその近親者にあたる個人が合計で議決権の99.7％
を所有しております。

（注2） 有価証券の売却は、当社が保有していたSMAC Corporation（以下、「SMAC」という。）の
株式（議決権のない種類株式）を同社に売却したもので、売却価格は当社の取得価格を
基礎として、交渉の上決定しております。

（注3） SMACからの仕入取引は2022年３月末日を以て終了し、それに伴い生産委託契約解除に
係る債権等の回収及び債務並びに解約清算金の支払が発生し、両者を相殺した純額で計
上しております。

［１株当たり情報に関する注記］

1. １株当たり純資産額 17,102円62銭

2. １株当たり当期純利益 3,115円92銭

 （注）   株主資本等変動計算書及び個別注記表の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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